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０４核管六第０３５号 

令和４年９月９日 

 

原子力規制委員会 殿 

 

 

                             東京都台東区東上野１丁目２８番９号 

                                     公益財団法人核物質管理センター 

理 事 長  下村 和生 

（公印省略）  

 

 

核燃料物質使用変更許可申請書 

 

 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第

５５条第１項の規定に基づき、別紙のとおり、核燃料物質の使用変更の許可を申請します。 

 

 

 

  

正本には、所定の金額の収入印紙を貼り、 

消印をしないこと。 

 



1 

 

別 紙 

 

１．氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

名    称 公益財団法人 核物質管理センター 

住    所  〒110-0015 東京都台東区東上野１丁目２８番９号 

代表者の氏名  理事長  下村 和生 

事業所の名称  公益財団法人 核物質管理センター 六ヶ所保障措置センター 

事業所の住所  青森県上北郡六ヶ所村尾駮字沖付４番地１０８号 

 

２．使用の場所 

   六ヶ所保障措置分析所 

   （日本原燃株式会社再処理事業所内 分析建屋の一部） 

 

３．変更の内容 

  （１）７.項「使用施設の位置、構造及び設備」における「７－３ 使用施設の設備」のうち低

放射性グローブボックス及び質量分析用グローブボックスへ消火設備として、炭酸ガス

消火器を接続できる配管を設置する。当該配管設置に伴い、「７－３使用施設の設備」

の「使用設備名称 消火設備」の「仕様」について、炭酸ガス消火器を接続できる構造

とする設備に低放射性グローブボックス及び質量分析用グローブボックスを追記する。 

また、【添付資料】添付－２「安全対策書」の２．３項「火災検知・警報及び消火設備」

の「１）グローブボックス等内の火災対策」について、炭酸ガス消火器を接続できる構

造とする設備に低放射性グローブボックス及び質量分析用グローブボックスを追記す

る。 

 

  （２）記載内容の適正化を図る。 

 

変更の内容の詳細は「添付資料:六ヶ所保障措置分析所 核燃料物質使用変更許可申請書新

旧対照表」のとおり。 

 

４．変更の理由 

（１）設備の新設のため。 

 

（２）記載内容の適正化を図るため。 

 

以上 






















































































































































































































































































































































































